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(百万円未満切捨て)

１．2022年3月期第2四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年9月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第2四半期 36,087 1.0 461 △39.9 531 △28.7 △236 ―

2021年3月期第2四半期 35,734 △18.0 767 △62.2 744 △61.7 △202 ―
(注) 包括利益 2022年3月期第2四半期 710百万円( 296.1％) 2021年3月期第2四半期 179百万円( △77.9％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年3月期第2四半期 △4.83 ―

2021年3月期第2四半期 △4.14 ―
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年3月期第2四半期 89,087 58,500 52.3

2021年3月期 90,989 58,887 51.2
(参考) 自己資本 2022年3月期第2四半期 46,597百万円 2021年3月期 46,614百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00

2022年3月期 ― 10.00

2022年3月期(予想) ― 10.00 20.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2022年3月期の連結業績予想（2021年4月1日～2022年3月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
(注)1 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
(注)2 国内外において主力製品であるスマートメーターの電子部材の調達に支障をきたしております。現時点ではその

影響の合理的な算定が困難であることから、2022年３月期通期の連結業績予想を未定とし、算定が可能になりま
した時点で改めて開示いたします。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年3月期2Ｑ 49,267,180株 2021年3月期 49,267,180株

② 期末自己株式数 2022年3月期2Ｑ 125,892株 2021年3月期 218,762株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期2Ｑ 49,079,375株 2021年3月期2Ｑ 48,985,066株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業
績予想に関する事項は、四半期決算短信（添付資料）3ページの「（3）連結業績予想などの将来予測情報に関する
説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第2四半期連結累計期間は、世界的に新型コロナウイルス感染症のワクチン接種による経済活動の正常化が期待

されるものの、新型コロナウイルス変異株による感染症拡大の波が継続的に訪れており、依然として先行き不透明

な状況が続いています。

このような状況の中、当社グループは、国内におけるスマートメーターの2024年度からの更新需要や、海外での

ソリューション・サービスの拡大などへ向けて、中期経営計画の重点戦略である「スマートメーターの付加価値創

出とエネルギー・ソリューションの拡大」、「コアとなる新製品・新事業の創出」、「利益を重視したグローバル

成長」、「グループ経営基盤の強化」を推進しています。

国内計測制御事業については、スマートメーターは前年同期と比較して若干の増収となりましたが、前年同期に

一定量を出荷した賃貸物件向けスマートロックの減収等により、売上高は前年同期比4.0％減の21,405百万円となり

ました。利益面においては、前述の減収に加えて、スマートメーターの価格競争の激化や原材料費の高騰等により

利益率が低下し、営業利益は前年同期比61.3％減の366百万円となりました。

海外計測制御事業については、前年同期の業績に貢献したイラク・クルド自治政府向け売上が一巡しましたが、

オセアニア向け及び英国プロジェクト向けの出荷は新型コロナウイルス感染症の影響を受けた前年同期と比較して

増加しました。これらにより、売上高は前年同期比13.1％増の14,613百万円、営業利益は118百万円（前年同期は

224百万円の損失）となりました。

製造装置事業については、新型コロナウイルス感染症の影響による受注の減少等により売上高は前年同期比46.3

％減の337百万円、営業利益は162百万円の損失（前年同期は94百万円の損失）となりました。

　 不動産事業については、売上高は前年同期比0.7％増の277百万円、営業利益は前年同期比0.6％増の139百万円と

なりました。

これらの結果、当第2四半期連結累計期間の売上高は前年同期比1.0％増の36,087百万円、営業利益は前年同期比

39.9％減の461百万円、経常利益は前年同期比28.7％減の531百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は236百万

円の損失（前年同期は202百万円の損失）となりました。

なお、当期から報告セグメントの変更を行っております。詳細は「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）

四半期連結財務諸表に関する注記事項（セグメント情報等）」の「Ⅱ ２．報告セグメントの変更等に関する事項」

を参照下さい。

＜連結業績＞

（単位：百万円）

2021年3月期
第2四半期

22222000002222222222年3月期年3月期年3月期年3月期年3月期
第2四半期第2四半期第2四半期第2四半期第2四半期

増減額 増減率

売上高 35,734 36,087 353 ＋1.0％

国内計測制御事業 22,308 21,405 △903 △4.0％

海外計測制御事業 12,916 14,613 1,697 ＋13.1％

製造装置事業 627 337 △290 △46.3％

不動産事業 275 277 1 ＋0.7％

調整額 △393 △546 △152 －

営業利益 767 461 △306 △39.9％

国内計測制御事業 948 366 △581 △61.3％

海外計測制御事業 △224 118 343 －

製造装置事業 △94 △162 △67 －

不動産事業 138 139 0 ＋0.6％

調整額 0 △0 △1 －

経常利益 744 531 △213 △28.7％

親会社株主に帰属
する四半期純利益

△202 △236 △34 －
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（２）財政状態に関する説明

当第2四半期連結会計期間末における総資産は、棚卸資産が835百万円、流動資産のその他が706百万円増加しまし

たが、受取手形及び売掛金が3,503百万円減少したこと等により、前連結会計年度末と比較して1,901百万円減少し、

89,087百万円となりました。

　負債は、支払手形及び買掛金・電子記録債務が1,156百万円、流動負債のその他が393百万円減少したこと等によ

り、前連結会計年度末と比較して1,514百万円減少し、30,586百万円となりました。

　純資産は、為替換算調整勘定が583百万円増加しましたが、利益剰余金が735百万円、非支配株主持分が370百万円

減少したこと等により、前連結会計年度末と比較して387百万円減少し、58,500百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　通期連結業績予想につきましては、国内外において主力製品であるスマートメーターの電子部材の調達に支障を

きたしており、グループをあげて当該調達リスクへ対応しているものの大きな影響が見込まれます。しかしながら、

現時点ではその影響の合理的な算定が困難であることから、2022年3月期通期の連結業績予想を未定とし、算定が可

能になりました時点で改めて開示いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,502 12,688

預け金 4,722 3,511

受取手形及び売掛金 17,887 ―

受取手形、売掛金及び契約資産 ― 14,384

商品及び製品 6,220 7,167

仕掛品 2,175 2,882

原材料及び貯蔵品 7,262 6,443

その他 2,770 3,476

貸倒引当金 △450 △484

流動資産合計 53,090 50,069

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,985 8,907

土地 12,483 12,483

その他（純額） 5,986 5,983

有形固定資産合計 27,455 27,374

無形固定資産

のれん 191 102

その他 988 919

無形固定資産合計 1,180 1,021

投資その他の資産

投資有価証券 5,067 5,213

退職給付に係る資産 1,384 1,370

その他 2,811 4,039

貸倒引当金 △1 △2

投資その他の資産合計 9,262 10,620

固定資産合計 37,898 39,017

資産合計 90,989 89,087
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,270 5,754

電子記録債務 2,632 2,992

短期借入金 559 6,659

未払法人税等 722 505

賞与引当金 1,505 1,541

役員賞与引当金 23 55

製品保証引当金 156 157

その他 6,089 5,695

流動負債合計 18,962 23,362

固定負債

長期借入金 6,210 ―

役員退職慰労引当金 49 40

修繕引当金 14 17

退職給付に係る負債 2,346 2,378

繰延税金負債 2,119 2,191

その他 2,399 2,596

固定負債合計 13,139 7,224

負債合計 32,101 30,586

純資産の部

株主資本

資本金 7,965 7,965

資本剰余金 8,750 8,750

利益剰余金 27,319 26,583

自己株式 △140 △81

株主資本合計 43,895 43,219

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 988 1,105

為替換算調整勘定 1,216 1,799

退職給付に係る調整累計額 514 472

その他の包括利益累計額合計 2,718 3,377

新株予約権 509 509

非支配株主持分 11,764 11,393

純資産合計 58,887 58,500

負債純資産合計 90,989 89,087
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 35,734 36,087

売上原価 27,689 28,208

売上総利益 8,044 7,878

販売費及び一般管理費 7,277 7,417

営業利益 767 461

営業外収益

受取利息 11 10

受取配当金 92 99

助成金収入 222 167

その他 58 69

営業外収益合計 386 347

営業外費用

支払利息 228 151

為替差損 166 76

その他 14 50

営業外費用合計 409 277

経常利益 744 531

税金等調整前四半期純利益 744 531

法人税、住民税及び事業税 444 349

法人税等調整額 110 131

法人税等合計 554 480

四半期純利益 189 50

非支配株主に帰属する四半期純利益 392 287

親会社株主に帰属する四半期純損失(△) △202 △236
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 189 50

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34 117

為替換算調整勘定 43 583

退職給付に係る調整額 △20 △41

その他の包括利益合計 △10 659

四半期包括利益 179 710

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △213 422

非支配株主に係る四半期包括利益 392 287
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日 以下「収益認識会計基準」という）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより顧客に支払われる対価については、顧客から受領する別個の財又はサービスと交換に支払われるもの

である場合を除き、契約書等に基づき算定された金額を支払時に取引価格から減額しておりましたが、財又はサー

ビスの移転に対する収益を認識する時に取引価格から減額することとしました。

　また、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内

の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時に収益を認識しております。

　さらに、有償支給取引については従来は、有償支給先へ支給した時点において、棚卸資産の消滅を認識しており

ましたが、支給品を買い戻す義務を実質的に負っているため、支給品の消滅を認識しない会計処理に変更すること

としました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第

86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、

すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期

間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響額は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響額は軽微であります。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

ととしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新た

な表示方法により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日 以下「時価算定会計基準」という）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年7月4日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。
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（セグメント情報等）

Ⅰ 前第2四半期連結累計期間(自 2020年4月1日 至 2020年9月30日)

　 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額

国内計測
制御事業

海外計測
制御事業

製造装置
事業

不動産
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 22,296 12,587 627 222 35,734 ― 35,734
セグメント間の内部売上高
又は振替高

11 328 0 52 393 △393 ―

計 22,308 12,916 627 275 36,127 △393 35,734

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益又は営業損失(△))

948 △224 △94 138 766 0 767

(注) セグメント利益の調整額は、セグメント間取引の消去であります。

　 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。

Ⅱ 当第2四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年9月30日)

　 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額

国内計測
制御事業

海外計測
制御事業

製造装置
事業

不動産
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 21,393 14,149 319 224 36,087 ― 36,087
セグメント間の内部売上高
又は振替高

12 464 17 52 546 △546 ―

計 21,405 14,613 337 277 36,633 △546 36,087

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益又は営業損失(△))

366 118 △162 139 461 △0 461

(注) セグメント利益の調整額は、セグメント間取引の消去であります。

　 ２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第2四半期連結累計期間の「国内計測制御事業」の売上高、セグメン

ト利益は減少しておりますが、セグメント情報に与える影響額は軽微であります。また、「海外計測制御事

業」、「製造装置事業」、「不動産事業」のセグメント情報に与える影響はありません。

また、第１四半期連結会計期間より、従来「その他」に含まれていた「製造装置事業」、「不動産事業」につ

いて量的な重要性が増したため報告セグメントとして記載する方法へ変更しております。

なお、前第2四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分により作成したものを記載しており

ます。

　 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。

　


